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政策委員会の活動状況 
 

令和８年８月２８日 

地震調査研究推進本部 

政 策 委 員 会 

 

令和７年８月 29日の第 48回本部会議以降、これまでの政策委員会（委員長：福

和伸夫・国立大学法人東海国立大学機構名古屋大学名誉教授）及び政策委員会の下

に設置している部会等の活動状況及び議事概要は以下のとおり。 

 

 

１．政策委員会の開催について 

〇第 70回政策委員会 令和８年３月 18日 

（議事概要） 

・予算調整部会及び調査観測計画部会の活動状況について、岩田委員（予算調整

部会長）、日野委員（調査観測計画部会長）から報告があった。また、令和８

年度の地震調査研究関係政府予算案等について、岩田委員から報告があった。 

・広報検討部会の活動状況について、中埜委員（広報検討部会長）から報告があ

った。 

・地震調査委員会の活動状況について、小原委員（地震調査委員長）から報告が

あった。 

 

○第 71回政策委員会 令和８年８月 17日 

（議事概要） 

・調査観測計画部会の活動状況について、日野委員から報告があった。 

・広報に関する取組状況について、中埜委員から報告があった。 

・地震調査委員会の活動状況について、小原委員から報告があった。 

・次期総合基本施策の立案に向けた今後の方針について、事務局から説明があっ

た。 

・令和９年度の地震調査研究関係予算概算要求について、岩田委員から説明があ

り、政策委員会として了承し、本部会議に諮ることとした。 

 

 

２．予算調整部会の開催について 

 

○第 16回予算調整部会 令和８年３月２日※第 92回調査観測計画部会と合同会議 

（議事概要） 

・令和８年度の地震調査研究関係政府予算案等について、事務局から報告があっ

た。 

・「総合基本施策等の推進に係る今後の課題について」に関するフォローアップ

について、関係機関の取組状況等をヒアリングし、調査観測計画部会の委員も

交えて議論を行い、予算調整部会・調査観測計画部会として取りまとめた。 

 

○第 17回予算調整部会 令和８年７月 13日 
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（議事概要） 

・関係機関の地震調査研究に関する取組及び各施策について、今年度の評価方法

及び評価の進め方等について議論を行った。 

・関係機関の地震調査研究の現状及び令和９年度以降における基本的考え方、

個々の調査研究項目について、ヒアリング及び評価を行った。 

 

○第 18回予算調整部会 令和８年８月７日 ※書面開催 

（議事概要） 

・「令和９年度の地震調査研究関係予算要求に反映すべき事項」を踏まえた関係

機関の概算要求内容について確認を行い、令和９年度の地震調査研究関係予算

概算要求について、予算調整部会における予算事務の一連の調整結果を取りま

とめた。 

 

 

３．調査観測計画部会の開催について 

〇第 92回調査観測計画部会 令和８年３月２日※第 16回予算調整部会と合同会議 

（議事概要） 

・「総合基本施策等の推進に係る今後の課題について」に対するフォローアップ

について、関係機関の取組状況等をヒアリングし、予算調整部会の委員も交え

て議論を行い、予算調整部会・調査観測計画部会として取りまとめた。 

 

 

４．広報検討部会の開催について 

〇第 10回広報検討部会 令和７年９月８日 ※書面開催 

（議事概要） 

・『「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）」一部改訂に関する広報検討

部会から地震調査委員会への助言（案）』について書面審議を行い、原案のと

おり了承された。 

  

○第 11回広報検討部会 令和８年３月 23日 

（議事概要） 

 ・令和７年度の地震本部の広報活動について事務局から報告があった。 

 ・「南海トラフの地震活動の長期評価（第二版一部改訂）」の公表に関する報道

状況や国民の認識を尋ねた調査結果の速報等について、事務局から報告があっ

た。 

 ・地震調査研究の成果の社会への伝え方等について、事務局から今後の検討にお

ける論点案の説明があり、議論を行った。 

 

○第 12回広報検討部会 令和８年８月５日 

 ・地震調査研究に関する成果の社会実装のあり方について、第 11回の意見等を踏

まえた今後の検討の進め方を議論した。 

 ・成果の社会実装に係る現状及びニーズを把握するため、成果の社会実装全般や

関連分野（保険、不動産分野）における成果活用事例等についてヒアリングを

行った。 
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○第 13回広報検討部会 令和８年８月 19日 

 ・成果の社会実装に係る現状及びニーズを把握するため、関連分野（建築、設計

分野）における成果活用事例等や海外動向についてヒアリングを行った。 

 ・民間企業等の成果活用に関する実態調査の実施方針（案）について、事務局か

ら説明があり、議論を行った。 

 

 


